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２Ｇ０２ 

知識産業革命期のキー技術としての 
           「ＫＴ」新時代の幕開け 
        

旭岡叡峻 

（（株）社会インフラ研究センター代表取締役） 

 

はじめに 

１．「知識産業革命」の基本構造 

２．新時代のキー技術「ＫＴ」技術 

３．ＫＴ技術の動向とＫＴによる産業モデル（情物一致＝ＫｏＶ） 

４．ＫＴの新時代の展開 

最後に 

はじめに 

この数年、センサー、ＧＰＳ、レーダー、高感度カメラ画像等の急速な実用化によって、これまで知る

ことのできなかった「未知領域」例えば、微弱な動き、微細な物性、詳細な位置、物体の様相、脳内の

機能等での検知によるデータの取得が可能になり、これを分析、解析するアルゴリズムや高度ソフト、

人工知能（ＡＩ）等の発展、さらに高速で伝送できる通信技術やネットワーク技術等により、「未知の

領域の知識化と実用化」の世界が深耕され、まったく新しい知識応用事業の展開が可能になっている。

さらに、産業戦略としても、ＩｏＴ（Internet of Things）、ドイツ等でのインダストリィー４．０の

ように、モノと価値がネットで接続した新しい価値の結合による創造、もの同士が情報交換できるよう

な世界が出現している。現在この総称として「ＩＴ」または「ＩＣＴ」革命と称して展開されている。 

然し、これは「知識産業革命」ともいうべき革命が深耕しており、この新たな知識科学の展開は、「知

識技術（Knowledge Technologies）の深化と応用である。このＫＴ技術が、産業構造、社会構造、事業

モデル、事業経営構造に大転換をもたらしている。 

１．「知識産業革命」の基本構造 

知識産業革命の基本構造は、①知識検知技術の発展による未知領域のデータ化である。センサー、レー

ザー、ＧＰＳ、超音波、高感度カメラ、顕微鏡、磁気計測、微生物機能応用、試薬等によって、微細な 

動き、物性、位置、不可視の可視化、空間認識、内部構造、化学変化、心理や感覚等がわかるようにな

った。②こうして収集したデータの「知の利用技術」として、分析、保存、編集、伝送、表示、制御、 

ネットワーク等の高度化が深耕している。ここには、ハード系（モノづくり）とソフト系及びその融合 

（統合）技術が実現されている。こうして「知識化」が拡大していく。③これらの基盤技術によって、 

「知の実現形態」として、知識素材／部品（薄膜、遺伝子、曲面表示等）、知識製品（３Ｄプリンター、 

ウエアラブル、燃料電池等）、知識ソフト（人工知能、クラウド、疑似空間、脳科学等）、知識システ

ム（ロボット、無人物流、自動運転、再生医療等）、知識サービス（ＩｏＴ、個への対応、スマートコ

ミュニティ―、能力支援等）へと新しい実現形態が展開され、新しい「知識産業」として形成さる。 

またこれらが、社会インフラ化（プラットフォーム化）し、産業間の融合／統合化をもたらしている。

さらに④この知識産業は、未来の社会価値、顧客価値としての「戦略機能」を実現するために、開発実

現されていくのである。つまり、戦略機能とは、自己修復、環境観測、状態認識での過誤の減少、自動

化／高生産効率、予防、最適運用等の価値実現のために、構築されることになる。 

これは従来のものづくりでも価値づくりでもなく、「戦略機能」実現のためのハード系とソフト系の 

新たな知識統合なのである。 

このことは、製品やシステムやサービスを実現するための開発や実用化ではなく、社会価値／顧客価値

を実現するために、どのような技術、製品、ソフト、システム、サービスを提供するのかを先行的に 

設定して、そのためのツールを統合するという新たな価値実現形態となる。（参考１） 

 

 

 

 
 

 
 

違いを知ることができる。図 4 では、人を社会の階層構造から解放して、その機能を人的システムとし

て“知”の進化システムに組み入れた。こうすることで人の成長や人の交流など人が果たす役割や機能

に焦点を当てることができる。人間が行為の主体者であるという視点を離れるといっても、システムが

“コミュニケーションの連鎖”を機械的に行うわけではない。人的システムが作動することで、それぞ

れの機能システムにおいて“コミュニケーションの連鎖”が起こるのである。 
 

 
 

図 3. 「知識と人」産学循環モデル：a) 「知識と

人」が循環する動的構造；b)「階層構造」。 
 

 

 
 
図 4. “知”の進化システムとしての「知識と人」

産学循環モデルのシステム構造：科学システム

（“知”の創造）；技術システム（“知”の具現化）；

経済システム（“知”の実現）；広場システム（“知”

の伝達）；教育システム（“知”の涵養）；人的シ

ステム（“知”の更新）；赤枠、大学＝「教育シス

テム」＆「科学システム」；青枠、企業＝「科学

システム」＆「技術システム」＆「経済システム」；

黄枠、市場＝「経済システム」＆「広場システム」；

人＝「人的システム」。

5. まとめ 

(1) 1975－2014 年に出版された論文数が多かった 100 分野のうち、61 分野で 2000 年代になってから

論文数が減少した（A 群）が、39 分野では増加した（B 群）。A 群の減少と B 群の増加の幅がほぼ

等しかったため、2000 年以降の日本の論文数は停滞した。

(2) 研究分野ごとに論文書誌事項の著者名と所属データーを分析して、その研究分野の研究者数を推定

した。物性物理分野では、国内研究、海外共同研究ともに論文数が減少した。国内研究の著者数が

激減した。これは物性物理分野へ若手研究者が参入しなかった可能性とこの分野の既存の研究者が

他の分野へ流出した可能性を示唆した。

(3) ルーマンの社会システム理論を援用して、「知識と人」産学循環モデルの背後にある階層構造を 6
つの機能システム（科学システム、技術システム、経済システム、広場システム、教育システム、

人的システム）に置き換えた。6 つのシステムが相互調整的に連動して“知”の進化の連鎖が作動

する複合システムを “知”の進化システムと呼ぶ。

 

参考文献 
1 Iijima, H. and Yamaguchi, E. (2015) Decrease in the number of journal articles in Physics in Japan: 
Correlation between the number of articles and doctoral students, J. Integrated Creative Studies, No. 
2015-0009, 1-20.
2 飯嶋秀樹・中田喜文・山口栄一 (2015) 「サイエンス型産業における持続的発展の研究：『知識と人』

産学循環モデル」『研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨集』Vol.30th Page. ROMBUN NO.2A24
(2015.10.10)。
3 ゲオルク クニール・アルミン ナセヒ（舘野受男・池田貞夫・野崎和義 訳） (1995)『ルーマン 社

会システム論』新泉社。
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こうした知識産業における競争優位は、従来産業では実現できない限界を突破し、①知の世界の拡大

による新しい社会課題の解決や社会価値創造、②資源の限界／時間空間限界の突破、③的確な処理／迅

速な処理、④潜在能力の支援／能力の拡大、⑤未知の可視化による新たな連携等によって、新しい世界

観への移行が可能になる。（参考２） 

 
２．新時代のキー技術「ＫＴ」技術 

知識産業を推進する技術は、戦略機能を実現するためのＫＴ（knowledge Technology）である。 

これは、「ＩＴまたはＩＣＴ」技術では、すでに範囲が狭すぎる。日本経済新聞等でも「ＩＴ（情報 

技術）またはＩＣＴ」が、飛躍的に進歩し、産業や就業を塗り替えるとして、成長戦略の重要性、価 

値創造、社会や個人を磨く学び、サービスで稼ぐ製造業への進化、プラットフォーム企業の育成急務 
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等社説等で掲載しているが、内容はＩＴとＡＩの次世代技術としたり、ＡＩとロボットとの次世代技 

術としたり、等、ＩＴやＩＣＴの限界を超えた現状を説明しきれない。 

新時代転換のキー技術は、ＩＴのみでなく、センサー、レーザー、ＧＰＳ、超音波、高感度カメラ、 

顕微鏡、磁気計測、微生物機能応用、試薬等知識技術としてのハード系、ソフト系、またその融合系 

技術と応用が核になっている。日本はこうした知識技術のものづくりに大きな力を発揮することが可 

能である。このことからも新時代の重要な今こそ「ＫＴ（Knowledge Technology）」技術の未来の産 

業への果たす意味を重視しなければならない。しかもＫＴ技術は、知識基盤の技術を称するのみでな 

く、この技術を展開する中で、①未来社会の見極めと目標の明確な戦略、②コアとなる知識技術／ 

ソフト／システム／サービスをトータルとして顧客に提供する経営戦略、③新たな発想／構想、場の 

取り込み、④価値実現のためのグローバルな資源の獲得（人材、Ｍ＆Ａ、資金）、⑤成功条件を持続 

させる戦略風土等を展開する必要性が高まる。また、ハード、ソフト、サービス等を組み合わせて最 

適な提供をする事業モデル（ナレッジ・バリュー・モデル）に変貌させる。このことで、有用性が 

提示できれば、一気に市場が開拓でき、また常にさまざまな価値機能を取り込む等の方法の確立と、・ 

顧客が求める機能は流動化する。この流動化する顧客や顧客変化に対応して、リアルタイムで変革を 

持続させる。これまでとは異なる価値提供形態が展開されるからである。特に今後重要なモデルと 

しての知識技術によるナレッジ・バリューモデルは、ハード、ソフト、サービス等を組み合わせて最 

適な提供をすることになる。 

３．ＫＴ技術の動向とＫＴによる産業モデル（情物一致＝ＫｏＶ） 

 ＫＴ技術は、さらに高度化している。各種センサー（高感度機能化、小型化等）、高精度ＧＰＳ、 

高感度／高速カメラ、微細感度検知、処理ソフト内蔵化、省エネ／省電力等ビッグデータの膨大な 

蓄積を可能にし、またビッグデータ分析、人工知能応用、脳科学による脳と機能の関係、ロボテイッ 

クス応用、等を可能にする技術は、ハード系、ソフト系及びその融合／統合技術としての・読み取り 

技術(画像／生体情報／光／無線他)、・認識／認知技術(センサー、画像他)・記憶技術（データの蓄 

積、高次元処理)、・画像処理技術（高精度解析、パターン認識他)・制御技術（高速制御、ファジー 

制御他)、・搬送技術(ロボット搬送、遠隔搬送他)・記録技術（メモリー、光、垂直磁化他）・表示 

技術（液晶、有機ＥＬ、曲面表示他)・遠隔確認技術（高精細画像、３Ｄ画像、音声、操作、履歴ス 

キャン他)、・誘導技術（自動誘導、状況確認誘導、学習記憶誘導他）・シミュレーション（スーパ 

ーコンピュータ活用の高速処理、複雑系システムの予測、行動予測他）・モデリング（構造と機能の 

関係モデル、３Ｄ立体構造モデル、創薬モデル他）・選別技術（物体形状選別、目的に沿った行 

動選別、自動的な工具選択他）・検索技術（パターン画像検索、遠隔危険個所検索、最適データ検索

他）・自動技術（誤動作回避自動技術、自動マッチング、手術等の高度動作自動支援他）・セキュリ

ティー（変化変動確認、挙動不審察知、自動解析技術他）・微細加工処理（微細加工処理、感性加工

処理支援他）等の融合／統合知識技術が、いろいろな分野に拡大し、大きなキーとなっている。 

  重要なのは、「ＩｏＴ」ではなく、「ＫｏＶ＝Knowledge  of Value 」である。 

 「ＫｏＶ」とは、「知識と価値の一致」である。例えば、・事象と実体の一致（把握）＝ものの動き 

 や事象／状態の把握（挙動と機能の一致、対象物の状態特定他)・状態と判断の一致＝標的の認識予 

測と判断の整合の一致（危険等状態の認知と対応の一致他)・規定基準仕様と実体の一致＝規定基準 

に基づく実体の有り様（規定仕様と処理方法の一致他）・実物と対象物の真偽の一致＝本人と偽者の 

一致（狙い通りの真偽の判断他）・権利と実態の一致＝委託内容と結果の一致（内容とその結果の一 

致他)といった新たな価値の源泉の創造を実現していくのである。 

４．ＫＴの新時代の展開 

 今や世界的に「ＫＴ」競争の新時代の大転換期に突入している。さまざまな社会課題の解決や社会価

値の創造、その結果としての新産業の創造、産業の融合、新たな価値提供産業が、これまでの産業の限
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２Ｇ０３ 

科学技術イノベーションと人文・社会科学Ⅱ―連携方策の検討と関連する先行事例 

 

 

○前田知子、伊藤哲也、治部眞里、日紫喜豊、黒田昌裕、有本建男 

（科学技術振興機構研究開発戦略センター） 

 
 
１．はじめに 

第 5期科学技術基本計画（2016 年 1 月 22 日閣議決定）においても示されているように、科学技術イ

ノベーションの実現に向け、自然科学のみならず人文・社会科学を含むあらゆる分野からの参画が期待

されている。この背景には、複雑な社会的・歴史的要因を伴った課題の山積[1]、研究者コミュニティに

おける社会的課題に対する認識の高まり[2]、研究成果の実用化に対する期待などがあると考えられる。 

自然科学と人文・社会科学の連携の必要性については、第 4期迄の科学技術基本計画や科学技術白書

等においても記述されてきた[3]。しかし、具体的な連携方策の検討は必ずしも十分には行われてきては

おらず、両者の連携に関する記述も多くが総論的な内容に留まってきたといえる。 

こうした状況に対応するため、科学技術振興機構研究開発戦略センター（JST/CRDS）では、平成 26

年度より、自然科学と人文・社会科学の連携方策の提案を目指した検討をすすめてきた[3][4]。本稿で

は、平成 27 年度に実施した、方策案の検討結果及び先行事例の調査結果[5]を報告する。 

 

２．方策案の検討プロセス 

自然科学と人文・社会科学の連携を実現するには、中間報告書[3]において提示した８項目の「提言骨

子」を具体化していくための方策が必要である。 

８項目の提言骨子を以下に示す。これらは、これまでの内外の科学技術イノベーション政策の政策文

献等の調査結果に基づき、「どのような点に人文・社会科学の知見が求められているか」を俯瞰的に整

理したものを踏まえて導出したものである。自然科学と人文・社会科学の連携に直接的、間接的に寄与

すると考えられる項目（What）であり、以下では“連携に必要な項目”と呼ぶ。 

(1) 政策課題設定段階における社会的課題の認識と理解  

(2) 研究開発プログラムの設計 

(3) 研究開発プロジェクトの実施段階に関する設計 

(4) 研究開発成果の実装段階での参画の促進 
(5) 関連項目に関する研究・検討の強化 
(6) 分野・領域の新たな視点による再編 

(7) 人文・社会科学分野の新しい展開 

(8) 分野・領域を超えた対話の場の形成と継続 

 本検討では、これらの項目（What）を具体化してくため

の方策案（How/Who）を次のプロセスによって検討した（図

１参照）。 

◇連携に必要な項目（中間報告書「提言骨子」）（What）
に対する意見聴取 

◇方策案が必要とされる段階（Where/When）の特定 
◇方策案（How/Who）の提案の検討 
◇方策案（How/Who）に対する意見聴取 

（１）意見聴取 

 連携に必要な項目、方策案とも、意見聴取は、有識者への

インタビュー及びワークショップにおける発言内容を把握

することによって実施した。実施時期等は以下の通りである。                       
                              図１ 方策案の検討プロセス 

界を突破し、未知領域の既知化で、進化する「知識技術」によって、新たな応用、価値の結合、事業形

態の連携を可能にして、人類の価値の拡張、「社会・文明モデル」への変革がなされようとしている。 

 知識技術は、ハード系、ソフト系、その融合／統合系の個別技術だったり、「ＫｏＶ」実現のための

融合／統合技術等であったりする。これらがますます拡大し、深化を遂げつつある。（参考３） 

 

 我が国は、「ＫＴ」を実現する基盤技術は、ハード系では、材料技術、加工技術、画像技術、製造 

 技術、制御技術等これまでの蓄積により比較的強い。ソフト系でも組み込みソフト技術、認識技術、 

 制御技術、解析技術等強化してきた。然し、本格的な「ＫＴ」時代には、「戦略機能」や「情物一致」 

 の実現の創造性や本質的な工夫が伴い、価値実現の新たな発想力が問われている。 

 日本文化の特性は、美的感性や自然との調和や使う人間への細やかな感性に優れてモノが多く、 

 今後の未来社会創造能力に重要な時期になる。 

最後に 

 知識産業革命変革期における重要性は、経営の勘や志とともに科学的か経営が重要な要素であり、情

報収集と実現プロセスの中で、新たな価値が創造される場合が多くなる。 従来の経営手法は、分析を

基本に、積み上げる方法論を重視したが、今後の経営には、未知領域に挑み、顧客や社会価値の迅速な

判断と成功条件を形成するプロセスこそが重視されなければならない。 事業モデルは、社会モデルで

あり、文明モデルである。これまでの価値が、新しい社会スタイルや文明の変革にまで及ぶものになる。

そこには、トップ自らが社会価値／顧客価値を持続的な課題を、経営の根底に置き、絶えず現場の感覚

の中で、考え続け、変化し続けるという経営風土が醸成されなくてはならない。ますます多様化の様相

を呈していくが、社会価値を創造するためには、科学技術のみでなく、社会科学・人文科学の領域を融

合して事象の「観察と洞察」がマネジメントに組み込まれて、市場創出を主導し、創造的な課題解決を

行う人材や 創造的な課題解決の組織構築を行うという経営スタイルが求められているのである。 

今後 ・知識資源は無限・知識＝社会価値化・知識の循環＝投資行動・知識資本社会が社会構造を変革

する・もの生産から価値の生産・知識化＝資本投下収益といった新たな知識資本主義への構想も検討の

視野に入れる必要がある。我々は、新たな世界に突入している。知識がこれまで以上に重要な役割と機

能を発揮し、未来の社会構造を換え、国家戦略、企業戦略を変革する。さらに、社会における人間の存

在や企業組織における雇用の在り方や資本主義の限界を超える未来社会を予感させる。 我々は、これ

までとは全く異なる国家、産業、社会、経済の模索をする時代になっている。ＧＤＰからＧＫＶへ（Gross 

Knowledge Value）という展開も、この大きな転換への提起といえる。  




